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 系統アクセス業務において、いくつかの課題が顕在化してきております。このため、国や本機関の委員会
等において、大規模工事を複数の事業者で共同負担するプロセスとして、電源接続案件募集プロセス
に代わる電源接続案件一括検討プロセスの導入等を行うことが整理されましたので、その旨規定します。

 主な変更のポイントは以下のとおりです。背景、変更内容等については、それぞれの変更に関するスライ
ドにて説明します。

１．電源接続案件一括検討プロセス導入に伴う変更・削除・新設（業務規程・送配電等業務指
針）【スライド４～５７】

２．接続検討回答書における有効期限導入に伴う変更（送配電等業務指針）
【スライド５８～６０】

３．個別の契約申込みにおける保証金の導入等に伴う変更・新設（業務規程・送配電等業務指
針）【スライド６１～６４】

４．その他系統アクセスルールに関する変更・削除（業務規程・送配電等業務指針）
【スライド６５～６９】

定款、業務規程及び送配電等業務指針の変更の概要



3（参考）第4回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会
脱炭素化社会に向けた電力レジリエンス小委員会 資料１
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第３８回広域系統整備委員会において、以下のとおり、現行の電源接続案件募集プロセス（以下募
プロ）に関する主な課題、対応方針及び方策案を提示

次スライド以降、方策の内容について、説明を実施

１ 電源接続案件一括検討プロセス導入に伴う変更・削除・新設の背景及び内容

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）
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募プロでは、プロセス完了までの期間長期化（費用検討の複雑さ・煩雑さ）が問題

１ 電源接続案件一括検討プロセス導入に伴う変更・削除・新設の背景及び内容
《プロセス完了までの期間長期化（費用検討の複雑さ・煩雑さ）》

プロセスの早期化等の観点から、募集要綱作成準備等の省略、複数の系統連系希望者を原則、
同順位扱いとすること及び負担可能上限額の申告の導入等を整理

上記整理に伴い、本機関にて電源接続案件一括検討プロセス実施に関する手続
等を策定し、公表する旨及び系統連系希望者は負担可能上限額を申告すること等
規定

【業務規程第８０条】＜変更＞

【送配電等業務指針第１２１条の２、第１２２条の７】＜新設＞



6（参考）募集要綱策定準備や説明会等の手続きの省略・簡素化について



7（参考）容量按分一元化及び同順位扱いのイメージ１

第３６回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



8（参考）容量按分一元化及び同順位扱いのイメージ２

第３６回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



9（参考）【方策①】 「容量按分での一元化」及び「原則同順位」 について１

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



10（参考）【方策①】 「容量按分での一元化」及び「原則同順位」 について

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



11（参考）【方策①】 「容量按分での一元化」及び「原則同順位」 について

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



12（参考）【方策②】 負担可能上限額申告 について１

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



13（参考）【方策②】 負担可能上限額申告 について２

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）
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＜変更後＞

（募集要綱の策定等）
第８０条 本機関は、電源接続案件募集プロセスの開始後、電源接続
案件募集プロセスの対象となる送電系統の増強の概要、募集対象エリア、
募集する容量、電源接続のために当該送電系統に暫定的に確保する容
量その他の同プロセスの前提条件について検討を行い、プロセスごとに募
集要綱においてこれを定める。
２ 本機関は、募集要綱の内容を公表し、一般送配電事業者たる会員
に通知する。

＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

（電源接続案件一括検討プロセス実施に関する手続等の公表）
第８０条 本機関は、電源接続案件一括検討プロセスの実施に関する
手続、その他同プロセスを円滑に運営するために必要となる事項を定め、
本機関のウェブサイトへの掲載等の方法によって公表する。

（削除）

（参考）プロセス完了までの期間長期化（費用検討の複雑さ・煩雑さ）対策のための変更
（新旧対照表：業務規程、送配電等業務指針）

（新設）

＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（電源接続案件一括検討プロセスの前提条件の策定等）
第１２１条の２ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスの開始にあたって、同プロセスの
対象となる送電系統の増強の概要、募集対象エリア、電源接続のために必要となる送電系統に暫定的に確
保する容量その他の同プロセスの前提条件について検討を行い、これを定める。
２ 一般送配電事業者は、前項の内容を公表し、募集対象となる送電系統への系統連系希望者を募集す
る。

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける再接続検討の申込等）
第１２２条の７ 第１２２条の４の回答を受領した系統連系希望者は、回答内容を踏まえた上で募集
対象となる送電系統への連系等を希望する場合には、本機関又は一般送配電事業者に対し、再接続検討
の申込みを行う。
２ 前項の申込みを行う系統連系希望者は、申込時に、一般送配電事業者に系統連系希望者が負担可
能な工事費負担金の上限額（以下「負担可能上限額」という。）を申告するとともに第１２２条の９に定
める保証金を支払う。



15

現行の募プロでは、事業者の辞退に伴うプロセス遅延抑制と他事業者への影響低減の観点から、第１
次保証金・第２次保証金として、各々、入札対象工事の負担額に対する５％を支払う仕組み

１ 電源接続案件一括検討プロセス導入に伴う変更・削除・新設の背景及び内容
《辞退による他事業者への影響》

辞退による影響低減の観点から、電源接続案件一括検討プロセスにおいても、現行の募プロの
「保証金」ルールの一部を変更し、引き続き導入するよう整理

上記整理に伴い、電源接続案件一括検討プロセスにおいて、再接続検討の申込
み時に保証金が必要となる旨及びその割合について、本機関の理事会において定め
る旨等規定

【業務規程第８２条の２】（新設）

【送配電等業務指針第１２２条の９】（新設）



16（参考）【方策③】 デポジット（保証金）制の導入 について１

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



17（参考）【方策③】 デポジット（保証金）制の導入 について２

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



18（参考）【方策③】 デポジット（保証金）制の導入 について３

第３９回 広域系統整備委員会 資料１
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＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

（参考）辞退による他事業者への影響緩和のための変更
（新旧対照表：業務規程・送配電等業務指針）

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける保証金の算定方法）
第８２条の２ 本機関は、系統連系希望者が電源接続案件一括検
討プロセスにおける再接続検討の申込みを行う場合に必要となる保証金
の算定方法について、本機関の理事会において定め、公表する。

＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスの保証金）
第１２２条の９ 系統連系希望者は、第１２２条の７における再接続検討を申込む場合は、業務規程
第８２条の２に定める算定方法に応じた保証金を、速やかに支払い、保証金の支払後、一般送配電事業
者にその旨を通知しなければならない。ただし、保証金を要しない場合は除く。
２ 系統連系希望者が支払った保証金は、当該系統連系希望者が負担する工事費負担金又は第１２
３条に基づき締結する工事費負担金の補償に関する契約に基づく補償金に充当する。
３ 一般送配電事業者は、工事費負担金契約締結前に、次の各号に掲げる事情が生じた場合その他の正
当な理由があれば、系統連系希望者が支払った保証金を返還する。
一 工事費負担金の額が、第１２２条の７第２項において申告した負担可能上限額を上回る場合
二 再接続検討及び契約申込みの回答における所要工期が、受領した直近の回答よりも長期化したことを
理由に電源接続案件一括検討プロセスを辞退する場合
三 増強工事の規模の縮小等により連系等を行うことが不可能又は著しく困難となった場合
四 電源接続案件一括検討プロセスが中止された場合



20

現行の募プロでは、共同負担意思確認後の辞退に伴う他者への影響低減対策として、『第２次保証
金※』及び『工事費負担金補償契約（以降、補償契約） ※』を導入 ※ 次スライド参照

１ 電源接続案件一括検討プロセス導入に伴う変更・削除・新設の背景及び内容
《辞退による繰り返し検討（プロセス長期化）》

プロセスの長期化を回避する観点から、電源接続案件一括検討プロセスにおいては、
工事費負担金補償契約の早期締結を導入することが整理

上記整理に伴い、電源接続案件一括検討プロセスにおいて、電源接続
案件一括検討プロセスにおける契約申込み時に工事費負担金補償契約
を締結しなければならない旨等規定

【送配電等業務指針第１２３条】＜変更＞

第２次保証金支払後においても補償契約締結直前で辞退が発生しており、それに伴う再検討とさ
らなる追加辞退による再検討繰り返しが、プロセス長期化の要因



21（参考）【方策④】 工事費負担金補償契約の締結 について１

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



22（参考）【方策④】 工事費負担金補償契約の締結 について２

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



23（参考）【方策④】 工事費負担金補償契約の締結 について３

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



24（参考）【方策④】 工事費負担金補償契約の締結 について４

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）



25（参考）【方策④】 工事費負担金補償契約の締結 について５

第３９回 広域系統整備委員会 資料１



26（参考）【方策④】 工事費負担金補償契約の締結 について６

第３９回 広域系統整備委員会 資料１
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）辞退による繰り返し検討（プロセス長期化）回避のための変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）

（電源接続案件募集プロセスにおける契約申込み）
第１２３条 電源接続案件募集プロセスにおいて優先系統連系希望
者となった系統連系希望者は、同プロセスが成立した場合、成立後速や
かに、一般送配電事業者に対し、発電設備等に関する契約申込みを行
わなければならない。
（新設）

（電源接続案件一括検討プロセスにおける契約申込み）
第１２３条 第１２２条の１１の回答を受領した系統連系希望者は、
回答内容を踏まえ、募集対象となる送電系統への連系等を希望する場
合には、一般送配電事業者に対し、電源接続案件一括検討プロセスに
おける契約申込みを行わなければならない。
２ 前項の申込みを行う系統連系希望者は、申込みに伴い、一般送配
電事業者と工事費負担金の補償に関する契約を締結しなければならな
い。
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現行の募プロでは、プロセス完了までの期間長期化（費用検討の複雑さ・煩雑さ）が問題となっていた
ため、プロセスの効率化と早期化の観点から、募集要綱作成準備等の手続きを省略し、本機関にて電源
接続案件一括検討プロセス実施に関する手続等を策定し、公表するよう整理

１ 電源接続案件一括検討プロセス導入に伴う変更・削除・新設の背景及び内容
《電源接続案件一括検討プロセス 主宰の変更》

対象エリアの公表等の期間の短縮を図る等、更なるプロセスの早期化のため、電源
接続案件一括検討プロセスの主宰を一般送配電事業者とする旨等規定

【業務規程第７５条、第８１条、第８２条、第８９条】＜変更＞

【業務規程第７６条～第７９条、第８３条～第８８条】＜削除＞

【送配電等業務指針第１２０条、第１２１条、第１２２条、 第１２３条】
＜変更＞

【送配電等業務指針第１２０条の２～第１２０条の４、第１２２条の２～
第１２２条の１２、第１２３条の２～第１２３条の７】
＜新設＞

この結果、個別の電源接続案件一括検討プロセスについては、開始後に対象エリアや増強規模
等だけを公表することとなり、その選定は各エリアの一般送配電事業者によって実施
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（電源接続案件募集プロセスの実施）
第７５条 本機関は、特別高圧の送電系統（特別高圧と高圧を連系
する変圧器を含む。以下、この節において同じ。）の増強工事に関して、
入札その他の公平性及び透明性が確保された手続によって、必要な工
事費負担金を共同負担する系統連系希望者を募集する（以下「電源
接続案件募集プロセス」という。）。

（新設）

＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

（電源接続案件一括検討プロセスの依頼）
第７５条 本機関は、効率的な系統整備の観点等から、特別高圧の
送電系統（特別高圧と高圧を連系する変圧器を含む。以下、この節に
おいて同じ。）の工事（保護継電器等により発電抑制を実施する場合
は除く。）に関して、公平性及び透明性が確保された手続によって、必要
な工事費負担金を共同負担する系統連系希望者を募集する手続（以
下「電源接続案件一括検討プロセス」という。）を開始することが必要と
判断した場合には、一般送配電事業者たる会員に対し電源接続案件
一括検討プロセスの開始を要請する。
２ 本機関は、前項の電源接続案件一括検討プロセス開始の必要性の
有無を検討するにあたっては、同プロセスの対象となる送電系統を運用す
る一般送配電事業者たる会員の意見を聴取する。

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：業務規程）①

（電源接続案件募集プロセスの対象となる可能性がある系統連系工
事）
第７６条 接続検討の回答において、電源接続案件募集プロセスに関
する説明対象となる第７２条第３項第２号に定める系統連系工事の
規模は、次の各号を満たす系統連系工事とする。
一 系統連系希望者の工事費負担金対象となる系統連系工事に特別
高圧の送電系統の増強工事が含まれること。
二 接続検討の回答における工事費負担金を接続検討の前提とした最
大受電電力（ただし、既設の発電設備等の最大受電電力を増加させる
場合は、最大受電電力の増加量）で除した額が、本機関の理事会が
定める額を超えること。
２ 本機関は前項第２号の額を公表するものとする。

第７６条 削除



30

（電源接続案件募集プロセスの開始）
第７７条 本機関は、特別高圧の送電系統の増強工事に関して、次の各号のいずれか
に該当する場合は、電源接続案件募集プロセスを開始する。
一 系統連系希望者から電源接続案件募集プロセス開始の申込みを受け付けた場合
二 一般送配電事業者たる会員から電源接続案件募集プロセス開始の申込みを受け付
けた場合で本機関が同プロセスを開始することの合理性を認めたとき
三 本機関が効率的な系統整備の観点等から同プロセスを開始することが必要と判断し
たとき
四 第９６条第１項に掲げる場合
２ 本機関は、前項第１号により同プロセスの申込みを受け付けた場合は、一般送配電
事業者たる会員にその旨を通知する。
３ 本機関は、第１項第３号により同プロセス開始の必要性の有無を検討するときは、
同プロセスの対象となる送電系統を運用する一般送配電事業者たる会員の意見を聴取
する。
４ 第１項にかかわらず、本機関は、次の各号に掲げるときは同プロセスを開始しない。
一 電源接続案件募集プロセスの対象となる送電系統に関し、計画策定プロセス又は電
源接続案件募集プロセスが開始されており、同プロセスを開始する必要性がないとき
二 直近で同一の送電系統に関し、電源接続案件募集プロセスを実施したにもかかわら
ず同プロセスが不成立となった場合
三 系統連系希望者から電源接続案件募集プロセス開始の申込みを受け付けた場合で、
同プロセスが開始されるまでに、接続検討の前提となる事実関係が変動したことによって、
系統連系工事の規模が第７６条第１項に定める規模を下回る結果となった場合
５ 本機関は、電源接続案件募集プロセスを開始する場合は、一般送配電事業者たる
会員と協議の上、第８０条第１項に基づき策定する募集要綱を公表するまでの間、電
源接続のために当該送電系統に暫定的に確保する容量を定める。
６ 本機関は、電源接続案件募集プロセスを開始した場合は、速やかに、その旨及び前
項により定めた電源接続のために当該送電系統に暫定的に確保する容量を公表するとと
もに、一般送配電事業者たる会員に通知する。

＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

第７７条 削除

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：業務規程）②
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（接続検討の前提となる事実関係が変動した場合の取扱い）
第７８条 本機関は、系統連系希望者から電源接続案件募集プロセ
ス開始の申込みを受け付けた場合（同プロセスの開始を希望する旨の意
向を受けた場合を含む。）において、接続検討の回答後、他の系統連系
希望者から電源接続案件募集プロセスの対象となる送電系統の増強を
含む契約申込みが行われ、当該送電系統の状況が変化したこと等によっ
て、前条第４項第３号に該当することが明らかとなったときは、系統連系
希望者に対し、次の各号に掲げる説明を行う。
一 接続検討の回答後、接続検討の前提となる事実関係が変動したこ
とによって、系統連系工事の規模が第７６条第１項に定める規模を下
回るため、電源接続案件募集プロセスが開始されない旨
二 前号において、系統連系希望者が単独での系統連系を希望する場
合には、契約申込みが必要となる旨及び同申込手続の内容（接続検
討の申込みが必要となる可能性がある旨を含む。）

＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

第７８条 削除

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：業務規程）③

（単独負担意思のある系統連系希望者の募集）
第７９条 本機関は、電源接続案件募集プロセスの対象となる送電系
統の増強を含む契約申込みを行う系統連系希望者が見込まれる場合に
おいて、当該系統連系希望者の単独負担を前提に送電系統の増強を
行うことが効率的な設備形成を阻害しないと認められるときは、同プロセス
開始前に当該系統連系希望者を募集することができる。ただし、募集期
間は１か月を超えることはできない。

第７９条 削除
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＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：業務規程）④

（系統連系希望者からの応募の受付）

第８１条 本機関は、募集要綱に基づき、募集対象となる送電系統へ
の連系等を希望する系統連系希望者から、応募の受付を行う。

２ 本機関は、前項の応募の受付に際し、接続検討の申込みの受付を
行う。
３ 本機関は、前項に基づき受け付けた接続検討について、第２節に準
じ、一般送配電事業者たる会員に検討を依頼し、検討の結果の確認、
検証及び回答を行う。
４ 前項にかかわらず、本機関は、必要と認める場合には、募集要綱に
基づき、一般送配電事業者たる会員に対し、接続検討に関する申込み
の受付、検討、回答その他業務を依頼することができる。

（特定系統連系希望者からの電源接続案件一括検討プロセスにおける
接続検討の受付）
第８１条 本機関は、送配電等業務指針に基づき電源接続案件一括
検討プロセスが開始された場合は、募集対象となる送電系統への連系等
を希望する特定系統連系希望者から、接続検討の申込みの受付を行う。
（削除）

２ 本機関は、前項に基づき受け付けた接続検討について、第２節に準
じ、一般送配電事業者たる会員に検討を依頼し、検討の結果の確認、
検証及び回答を行う。
（削除）

（接続検討の回答を踏まえた系統連系希望者の募集）
第８２条 本機関は、前条の接続検討の回答内容を踏まえた上で、募
集対象となる送電系統への連系等を希望する系統連系希望者を再度
募集する。

（新設）

（接続検討の回答を踏まえた特定系統連系希望者の再接続検討の受
付等）
第８２条 本機関は、一般送配電事業者たる会員から送配電等業務
指針に定める接続検討の回答内容を踏まえた上で、再度の接続検討
（以下「再接続検討」という。）を行う旨の通知を受けたときは、再接続
検討の申込みの受付を行う。。
２ 本機関は、前項に基づき受け付けた再接続検討について、第２節に
準じ、一般送配電事業者たる会員に検討を依頼し、検討の結果の確認、
検証及び回答を行う。
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＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：業務規程）⑤

（優先系統連系希望者の決定手続）
第８３条 本機関は、原則として、入札手続に基づき、連系等の優先順位（以下「系
統連系順位」という。）を決定し、当該順位にしたがって、前条の募集に応募した系統連
系希望者の中から優先的に送電系統の容量を確保することができる系統連系希望者
（以下「優先系統連系希望者」という。）を決定する。
２ 本機関は、優先系統連系希望者の決定後速やかに、優先系統連系希望者にその
旨を通知する。
３ 優先系統連系希望者の決定方法の詳細は募集要綱に定める。

第８３条 削除

（再接続検討の実施）
第８４条 本機関は、優先系統連系希望者の決定後速やかに、一般送配電事業者た
る会員に対し、優先系統連系希望者の接続検討申込みの内容及び系統連系順位を前
提とした接続検討（以下「再接続検討」という。）の実施を依頼する。
２ 再接続検討における各優先系統連系希望者の工事費負担金の額は、募集要綱に
基づき算出する。
３ 本機関は、優先系統連系希望者に対し、再接続検討の結果を通知する。

第８４条 削除

（工事費負担金を共同負担する意思の確認）
第８５条 本機関は、前条第３項の通知後、各優先系統連系希望者に対し、工事費
負担金を共同負担する意思を有するか否かを確認する。
２ 本機関は、全ての優先系統連系希望者から工事費負担金を共同負担する意思を
有する旨を確認できた場合には、各優先系統連系希望者の工事費負担金の額を確定
させるものとする。

第８５条 削除
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＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：業務規程）⑥

（工事費負担金を共同負担する意思を確認できなかった場合の取扱い）
第８６条 本機関は、前条第１項による確認の結果、優先系統連系希望者から工事
費負担金を共同負担する意思を有する旨を確認できなかった場合は、当該優先系統連
系希望者を除外した上で、募集要綱にしたがって、再度、優先系統連系希望者を決定
する。
２ 本機関は、第８４条に準じ、一般送配電事業者たる会員に対し、再接続検討の実
施を依頼し、その結果を前項に基づき決定された優先系統連系希望者に通知する。
３ 本機関は、前条に準じ、第１項に基づき決定された優先系統連系希望者に対して、
工事費負担金を共同負担する意思を有するか否かを確認する。

第８６条 削除

（電源接続案件募集プロセスの成立及び不成立）
第８７条 電源接続案件募集プロセスは、一般送配電事業者たる会員と全ての優先系
統連系希望者との間で工事費負担金の補償に関する契約が締結された場合に成立する
ものとする。
２ 電源接続案件募集プロセスは、同プロセスの対象となる送電系統の増強工事に必要
となる工事費負担金に対し、各系統連系希望者の負担金の総額が不足することが明ら
かとなった場合に不成立とする。
３ 本機関は、電源接続案件募集プロセスが成立又は不成立となった後遅滞なく、同プ
ロセスの結果を公表する。

第８７条 削除

（電源接続案件募集プロセスの期間）
第８８条 本機関は、電源接続案件募集プロセスの開始日から原則として１年以内に、
系統増強を行うための工事費負担金を共同負担する発電設備等系統連系希望者及び
工事費負担金の額を決定し、電源接続案件募集プロセスを完了させるものとする。

第８８条 削除
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（電源接続案件募集プロセスの中止）
第８９条 本機関は、想定される系統増強工事の規模（工事費負担
金の額及び工期を含む。）や過去の事前相談及び接続検討の申込状
況等を踏まえ、電源接続案件募集プロセスを継続したとしても、同プロセ
スが不成立となる蓋然性が高いと判断したときは、同プロセスを中止するこ
とができる。

２ 本機関は、電源接続案件募集プロセスを中止するときは、同プロセス
の申込者又は応募者（応募を希望する者を含む。）に対して、意見を
聴取する。
３ 本機関は、電源接続案件募集プロセスを中止するときは、同プロセス
の経過及び同プロセスを中止する理由を公表する。

＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

（電源接続案件一括検討プロセスの中止等）
第８９条 本機関は、想定される系統増強工事の規模（工事費負担
金の額及び工期を含む。）や過去の事前相談及び接続検討の申込状
況等を踏まえ、電源接続案件一括検討プロセスを継続したとしても、全て
の系統連系希望者が連系等を行うことが不可能となる蓋然性が高いと判
断した場合、又は系統連系希望者の公平性が確保できないと判断した
場合等、同プロセスを中止または中断すべき合理的な理由がある場合は、
一般送配電事業者たる会員に対し、その理由を通知するとともに、同プロ
セスの中止又は中断を要請する。
２ 本機関は、前項の要請を行うときは、同プロセスを実施している一般
送配電事業者たる会員から、意見を聴取する。

（削除）

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：業務規程）⑦

（リプレース案件系統連系募集プロセスへの応募）
第９４条 本機関は、募集要綱にしたがって、プロセス対象送電系統へ
の連系等を希望する系統連系希望者から、応募の受付を行う。
２ 本機関は、前項の応募の受付については、第８１条を準用する。

（新設）

（新設）

（リプレース案件系統連系募集プロセスへの応募）
第９４条 本機関は、募集要綱にしたがって、プロセス対象送電系統へ
の連系等を希望する系統連系希望者から、応募の受付を行う。
２ 本機関は、前項の応募の受付に際し、接続検討の申込みの受付を
行う。
３ 本機関は、前項に基づき受け付けた接続検討について、第２節に準
じ、一般送配電事業者たる会員に検討を依頼し、検討の結果の確認、
検証及び回答を行う。
４ 前項にかかわらず、本機関は、必要と認める場合には、募集要綱に
基づき、一般送配電事業者たる会員に対し、接続検討に関する申込み
の受付、検討、回答その他業務を依頼することができる。
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）①

（新設） （電源接続案件一括検討プロセス開始の申込みの受付）
第１２０条の２ 一般送配電事業者は、系統連系希望者から電源接
続案件一括検討プロセス開始の申込書類を受領した場合には、申込書
類に必要事項が記載されていること及び次条に定める開始検討料が入
金されていることを確認の上、同プロセス開始の申込みを受け付ける。ただ
し、申込書類に不備があるときは、申込書類の修正を求め、不備がないこ
とを確認した上で受付を行う。

（系統連系希望者による電源接続案件募集プロセス開始の申込み）

第１２０条 系統連系希望者は、接続検討の回答者が本機関又は一
般送配電事業者であるかを問わず、接続検討の回答において、工事費
負担金の対象となる系統連系工事が業務規程第７６条第１項に定め
る規模以上となる場合は、本機関に対し、電源接続案件募集プロセス
開始の申込みを行うことができる。ただし、系統連系工事に広域連系系
統の増強工事が含まれる場合で、系統連系希望者が、業務規程第５
１条第２号に基づき広域系統整備に関する提起を行っているときはこの
限りでない。
（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（系統連系希望者による電源接続案件一括検討プロセス開始の申込
み）
第１２０条 系統連系希望者は、接続検討の回答者が本機関又は一
般送配電事業者であるかを問わず、接続検討の回答において、系統連
系工事が電源接続案件一括検討プロセスの対象となる可能性がある旨
の回答を受領した場合は、一般送配電事業者に対し、電源接続案件
一括検討プロセス開始の申込みを行うことができる。

２ 前項にかかわらず、系統連系希望者は、次の各号に掲げる場合は、
電源接続案件一括検討プロセスの申込みを行うことはできない。
一 系統連系工事に広域連系系統の増強工事が含まれる場合で、系
統連系希望者が、業務規程第５１条第２号に基づき広域系統整備に
関する提起を行っている場合
二 接続検討の回答後、発電設備等の連系先となる送電系統において
電源接続案件一括検討プロセスが開始された場合
三 接続検討の回答日から１年を経過した場合
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）②

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスの開始検討料）
第１２０条の３ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロ
セス開始の申込みがあったときは、系統連系希望者に対し、第３項に定
める開始検討料の額を通知するとともに、開始検討料の支払いに必要と
なる書類を送付する。
２ 系統連系希望者は、前項の書類を受領した場合には、速やかに開
始検討料を支払い、開始検討料の支払後、一般送配電事業者にその
旨を通知しなければならない。
３ 開始検討料は、第８３条に定める接続検討の検討料と同額とし、
当該系統連系希望者の第１２２条に基づく同プロセスにおける接続検
討申込みに伴う検討料に充当する。
４ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスが開始され
ない場合は、系統連系希望者が支払った開始検討料を返還する。

（一般送配電事業者による電源接続案件募集プロセス開始の申込
み）
第１２１条 一般送配電事業者は、本機関又は一般送配電事業者
が接続検討の回答を行った特別高圧の送電系統の増強工事に関して、
効率的な系統整備の観点等から、電源接続案件募集プロセスを開始す
ることが必要と判断したときは、本機関に対し、同プロセス開始の申込みを
行うことができる。

（電源接続案件一括検討プロセスの手続等の遵守）
第１２１条 一般送配電事業者及び電源接続案件一括プロセスに参
加する系統連系希望者は、電源接続案件一括検討プロセスの手続等
にしたがうものとする。
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）④

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスの前提条件の策定等）
第１２１条の２ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロ
セスの開始にあたって、同プロセスの対象となる送電系統の増強の概要、
募集対象エリア、電源接続のために必要となる送電系統に暫定的に確
保する容量その他の同プロセスの前提条件について検討を行い、これを定
める。
２ 一般送配電事業者は、前項の内容を公表し、募集対象となる送電
系統への系統連系希望者を募集する。

（電源接続案件募集プロセスへの応募等）
第１２２条 本機関に対し電源接続案件募集プロセス開始の申込みを
行った系統連系希望者及び同プロセスに応募しようとする系統連系希望
者は、募集要綱に基づき、本機関又は一般送配電事業者に対し、接続
検討の申込みを行う。
２ 系統連系希望者は、前項の接続検討の回答内容を踏まえ、募集
対象となる送電系統への連系等を希望する場合には、募集要綱にした
がって、応募する。
３ 一般送配電事業者は、本機関から業務規程第８１条第３項及び
第４項に基づき依頼を受けた接続検討は、本機関及び一般送配電事
業者が受け付けた全ての接続検討の申込内容を前提に検討を行う。

（電源接続案件一括検討プロセスへの応募等）
第１２２条 電源接続案件一括検討プロセスが開始された場合、同プ
ロセスの対象となる送電系統への連系等を希望する系統連系希望者は、
本機関又は一般送配電事業者に対し、同プロセスへの応募及び接続検
討の申込みを行う。
（削除）

（削除）
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑤

（新設） （系統連系希望者からの電源接続案件一括検討プロセスへの応募等の受付）
第１２２条の２ 一般送配電事業者は、募集対象となる送電系統への連系等を希望する系統連系希望
者から、応募の受付を行う。
２ 一般送配電事業者は、前項の応募の受付に際し、電源接続案件一括検討プロセスにおける接続検討
の申込みの受付を行う。
３ 一般送配電事業者は、系統連系希望者から電源接続案件一括検討プロセスにおける接続検討の申
込書類を受領した場合には、申込書類に必要事項が記載されていること及び第８３条に定める検討料が入
金されていること（ただし、検討料が不要な場合は除く。）を確認の上、接続検討の申込みを受け付ける。た
だし、申込書類に不備があるときは、申込書類の修正を求め、不備がないことを確認した上で受付を行う。
４ 一般送配電事業者は、系統連系希望者から本機関への電源接続案件一括検討プロセスにおける接続
検討の申込書類を受領した場合には、申込書類に必要事項が記載されていること及び第８３条に定める検
討料が入金されていること（ただし、検討料が不要な場合は除く。）を確認の上、本機関に対して、その旨を
通知する。ただし、申込書類に不備があるときは、申込書類の修正を求め、不備がないことを確認した上で通
知を行う。
５ 一般送配電事業者は、系統連系希望者にとって申込書類に記載することが困難な事項がある場合にお
いて、代替のデータを使用する等して、当該事項の記載がなくとも電源接続案件一括検討プロセスにおける接
続検討の申込みに対する検討を実施することができるときには、当該事項の記載を省略することを認めるものと
する。この場合、系統連系希望者は、記載を省略した事項に関する情報が明らかとなった時点で、速やかに
当該情報を一般送配電事業者に通知しなければならない。
６ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスにおける接続検討の申込みを受け付けた場合
は、第１２２条の５に定める回答期間内の日を回答予定日として、系統連系希望者へ速やかに通知する。
７ 一般送配電事業者は、前項の回答予定日までに回答できない可能性が生じたときは、その事実が判明
次第速やかに、系統連系希望者に対し、その理由、進捗状況、今後の見込み（延長後の回答予定日を含
む。）を通知し、系統連系希望者の要請に応じ、個別の説明を行う。延長後の回答予定日までに回答でき
ない可能性が生じたときも同様とする。
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑥

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける接続検討の申込みに対する検討）
第１２２条の３ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスにおいて本機関及び一般送配
電事業者が受け付けた全ての接続検討の申込内容を前提に、接続検討の回答に必要となる事項について
検討を実施する。
２ 一般送配電事業者は、系統連系希望者に対し、申込書類の記載事項のほか、前項の検討に必要とな
る情報がある場合には、当該情報の提供を求めることができる。この場合、一般送配電事業者は、系統連系
希望者に対し、提供を求める情報が必要となる理由を説明しなければならない。

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける接続検討の回答）
第１２２条の４ 一般送配電事業者は、前条第１項の検討が完了したときは、系統連系希望者に対し、
第８５条第１項に準じ書面にて回答するとともに必要な説明を行う。
２ 一般送配電事業者は、前項の回答時に系統連系希望者に対し、第１２２条の９に定める保証金の
支払いに必要となる書類を送付する。

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける接続検討の回答期間）
第１２２条の５ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスにおける接続検討の回答を、原
則として、電源接続案件一括検討プロセスの手続等に定める接続検討の開始日から３か月以内に行うもの
とする。

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける接続検討の回答を踏まえた系統連系希望者の募集）
第１２２条の６ 一般送配電事業者は、募集対象となる送電系統への連系等を第１２２条の４の電源
接続案件一括検討プロセスにおける接続検討の回答内容を踏まえた上で希望する系統連系希望者を再度
募集する。
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑦

（新設） （系統連系希望者からの再接続検討の申込みの受付等）
第１２２条の８ 一般送配電事業者は、前条第１項に基づく、募集対象となる送電系統への連系等を希
望する系統連系希望者の再接続検討の申込みの受付を行う。
２ 一般送配電事業者は、系統連系希望者から前条第１項の再接続検討の申込書類を受領した場合に
は、申込書類に必要事項が記載されていること、前条第２項に定める工事費負担金の負担可能上限額が
申告されていること及び第１２２条の９に定める保証金が入金されていること（ただし、保証金が不要な場
合は除く。）を確認の上、再接続検討の申込みを受け付ける。ただし、申込書類に不備がある場合には、申
込書類の修正を求め、不備がないことを確認した上で再接続検討申込みの受付を行う。
３ 一般送配電事業者は、系統連系希望者から本機関への前条第１項の再接続検討の申込書類を受
領した場合には、申込書類に必要事項が記載されていること、前条第２項に定める工事費負担金の負担可
能上限額が申告されていること及び第１２２条の９に定める保証金が入金されていること（ただし、保証金
が不要な場合は除く。）を確認の上、本機関に対して、その旨を通知する。ただし、申込書類に不備がある場
合には、申込書類の修正を求め、不備がないことを確認した上で再接続検討申込みの通知を行う。
４ 一般送配電事業者は、系統連系希望者にとって申込書類に記載することが困難な事項がある場合にお
いて、代替のデータを使用する等して、当該事項の記載がなくとも再接続検討の申込みに対する検討を実施
することができるときには、当該事項の記載を省略することを認めるものとする。この場合、系統連系希望者は、
記載を省略した事項に関する情報が明らかとなった時点で、速やかに当該情報を一般送配電事業者に通知
しなければならない。
５ 一般送配電事業者は、再接続検討の申込みを受け付けた場合は、第１２２条の１２に定める回答
期間内の日を回答予定日として、前条の申込みを行った系統連系希望者へ速やかに通知する。
６ 一般送配電事業者は、前項の回答予定日までに回答できない可能性が生じたときは、その事実が判明
次第速やかに、系統連系希望者に対し、その理由、進捗状況、今後の見込み（延長後の回答予定日を含
む。）を通知し、系統連系希望者の要請に応じ、個別の説明を行う。延長後の回答予定日までに回答でき
ない可能性が生じたときも同様とする。
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑧

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスの保証金）
第１２２条の９ 系統連系希望者は、第１２２条の７における再接続検討を申込む場合は、業務規程
第８２条の２に定める算定方法に応じた保証金を、速やかに支払い、保証金の支払後、一般送配電事業
者にその旨を通知しなければならない。ただし、保証金を要しない場合は除く。
２ 系統連系希望者が支払った保証金は、当該系統連系希望者が負担する工事費負担金又は第１２
３条に基づき締結する工事費負担金の補償に関する契約に基づく補償金に充当する。
３ 一般送配電事業者は、工事費負担金契約締結前に、次の各号に掲げる事情が生じた場合その他の正
当な理由があれば、系統連系希望者が支払った保証金を返還する。
一 工事費負担金の額が、第１２２条の７第２項において申告した負担可能上限額を上回る場合
二 再接続検討及び契約申込みの回答における所要工期が、受領した直近の回答よりも長期化したことを
理由に電源接続案件一括検討プロセスを辞退する場合
三 増強工事の規模の縮小等により連系等を行うことが不可能又は著しく困難となった場合
四 電源接続案件一括検討プロセスが中止された場合

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける再接続検討の申込みに対する検討）
第１２２条の１０ 一般送配電事業者は、本機関及び一般送配電事業者が受け付けた全ての再接続
検討の申込内容を前提に、再接続検討の回答に必要となる事項について検討を行う。
２ 一般送配電事業者は、系統連系希望者に対し、申込書類の記載事項のほか、前項の検討に必要とな
る情報がある場合には、当該情報の提供を求めることができる。この場合、一般送配電事業者は、系統連系
希望者に対し、提供を求める情報が必要となる理由を説明しなければならない。
３ 再接続検討における系統連系希望者の工事費負担金の額は、電源接続案件一括検討プロセスの手
続等にしたがって算出する。
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑨

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける再接続検討の回答）
第１２２条の１１ 一般送配電事業者は、前条の検討が完了したときは、系統連系希望者に対し、第８
５条第１項に準じ書面にて回答するとともに必要な説明を行う。ただし、検討結果において工事費負担金が
申告された負担可能上限額を超過する等の理由により連系等を行うことが不可能又は著しく困難となった者
に対しては、その旨を回答する。

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける再接続検討の回答期間）
第１２２条の１２ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスにおける再接続検討の回答
を、原則として、再接続検討の開始日から３か月以内に行うものとする。

（電源接続案件募集プロセスにおける契約申込み）
第１２３条 電源接続案件募集プロセスにおいて優先系統連系希望
者となった系統連系希望者は、同プロセスが成立した場合、成立後速や
かに、一般送配電事業者に対し、発電設備等に関する契約申込みを行
わなければならない。
（新設）

（電源接続案件一括検討プロセスにおける契約申込み）
第１２３条 第１２２条の１１の回答を受領した系統連系希望者は、
回答内容を踏まえ、募集対象となる送電系統への連系等を希望する場
合には、一般送配電事業者に対し、電源接続案件一括検討プロセスに
おける契約申込みを行わなければならない。
２ 前項の申込みを行う系統連系希望者は、申込みに伴い、一般送配
電事業者と工事費負担金の補償に関する契約を締結しなければならな
い。
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑩

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける契約申込みの受付）
第１２３条の２ 一般送配電事業者は、前条の電源接続案件一括検討プロセスにおける契約申込みの
申込書類を受領した場合には、申込書類に必要事項が記載されていることを確認の上、契約申込みを受け
付ける。ただし、申込書類に不備がある場合には、申込書類の修正を求め、不備がないことを確認した上で契
約申込みの受付を行う。
２ 一般送配電事業者は、系統連系希望者にとって申込書類に記載することが困難な事項がある場合にお
いて、代替のデータを使用する等して、当該事項の記載がなくとも契約申込みに対する検討を実施することが
できるときには、当該事項の記載を省略することを認めるものとする。この場合、系統連系希望者は、記載を
省略した事項に関する情報が明らかとなった時点で、速やかに当該情報を一般送配電事業者に通知しなけ
ればならない。
３ 一般送配電事業者は、契約申込みを受け付けた場合は、第９８条に定める回答期間内の日を回答
予定日として、系統連系希望者へ速やかに通知する。
４ 一般送配電事業者は、前項の回答予定日までに回答できない可能性が生じたときは、その事実が判明
次第速やかに、系統連系希望者に対し、その理由、進捗状況、今後の見込み（延長後の回答予定日を含
む。）を通知し、系統連系希望者の要請に応じ、個別の説明を行う。延長後の回答予定日までに回答でき
ない可能性が生じたときも同様とする。

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける契約申込みに対する検討）
第１２３条の３ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスにおける契約申込みの受付後、
第８４条第１項に準じ、当該契約申込みに対する検討を実施する。
２ 一般送配電事業者は、系統連系希望者に対し、申込書類の記載事項のほか、前項の検討に必要とな
る情報がある場合には、当該情報の提供を求めることができる。この場合、一般送配電事業者は、系統連系
希望者に対し、提供を求める情報が必要となる理由を説明しなければならない。



45

＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑪

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける契約申込みの回答）
第１２３条の４ 一般送配電事業者は、前条第１項の検討が完了した場合には、系統連系希望者に対
し、契約申込みに対する回答を書面にて通知し、必要な説明を行う。ただし、検討結果において工事費負担
金が申告された負担可能上限額を超過する等の理由により連系等を行うことが不可能又は著しく困難となっ
た者に対しては、その旨を回答する。
２ 一般送配電事業者は、正当な理由がなければ、受付を行った契約申込みに対して承諾しない旨の回答
を行ってはならない。

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスの完了）
第１２３条の５ 一般送配電事業者は、次の各号に掲げる場合において、電源接続案件一括検討プロセ
スを完了するものとする。
一 一般送配電事業者と系統連系希望者（検討結果において工事費負担金が申告された負担可能上
限額を超過する等の理由により連系等を行うことが不可能又は著しく困難となった者を除く。）との間で工事
費負担金契約が締結され、当該工事費負担金の入金が確認されたとき
二 電源接続案件一括検討プロセスに応募した全ての系統連系希望者が、工事費負担金が申告された負
担可能上限額を超過する等の理由により連系等を行うことが不可能又は著しく困難となったとき
三 第１２２条に定める応募において、系統連系希望者から応募が行われなかったとき
２ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスの完了後遅滞なく、同プロセスの結果を公表す
るとともに、本機関に報告する。

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスにおける募集対象エリアの分割）
第１２３条の６ 一般送配電事業者は、系統連系希望者の辞退等の理由により、電源接続案件一括検
討プロセスにおける増強工事の規模等を変更した場合において、一部の募集対象エリアを分割しても効率的
な系統整備の観点等から影響がないと判断したとき、募集対象エリアを分割することができる。この場合、一般
送配電事業者は、分割後の募集対象エリアにおいて、個別の電源接続案件一括検討プロセスが開始されて
いるものとして取扱う。
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセス 実施主体の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑫

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスの期間）
第１２３条の７ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスの開始日から原則として１年以
内に、同プロセスを完了させるものとする。

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスの中止等）
第１２３条の８ 一般送配電事業者は、次の各号に掲げる場合は本機関と協議の上、電源接続案件一
括検討プロセスを中止することができる。
一 電源接続案件一括検討プロセス開始後に生じた法令の改正、電気の需給状況の極めて大幅な変動、
倒壊又は滅失による流通設備の著しい状況の変化、用地交渉の不調等の事情によって、連系等を行うこと
が不可能又は著しく困難となった場合
二 想定される系統増強工事の規模（工事費負担金の額及び工期を含む。）や過去の事前相談及び接
続検討の申込状況等を踏まえ、電源接続案件一括検討プロセスを継続したとしても、全ての系統連系希望
者が連系できない蓋然性が高いと判断した場合
２ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスを中止するときは、同プロセスの申込者又は応
募者に対して、意見を聴取する。
３ 一般送配電事業者は、電源接続案件一括検討プロセスを中止するときは、同プロセスの経過及び同プ
ロセスを中止する理由を公表する。
４ 一般送配電事業者は、業務規程第８９条に基づき、本機関が電源接続案件一括検討プロセスの中
止又は中断を要請した場合には、当該要請に従うものとする。
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現行の募プロにおいて、プロセス開始の決定・公表が行われたにもかかわらず、プロセス開始申込みを行っ
た系統連系希望者がプロセス応募しないという問題が発生

１ 電源接続案件一括検討プロセス導入に伴う変更・削除・新設の背景及び内容
《電源接続案件一括検討プロセスの開始検討料の導入》

上記整理に伴い、電源接続案件一括検討プロセスの開始申込み時に開始検討料
が必要となる旨規定

【送配電等業務指針 第１２０条の４】＜新設＞

電源接続案件一括検討プロセスでは、他の系統連系希望者への影響を低減することを目的に、
プロセス開始申込み時に電源接続案件一括検討プロセスの開始検討料を設定
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）電源接続案件一括検討プロセスの開始検討料の導入に伴う変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）

（新設） （電源接続案件一括検討プロセスの開始）
第１２０条の４ 一般送配電事業者は、特別高圧の送電系統（特
別高圧と高圧を連系する変圧器を含む。以下、この節において同じ。）
の工事（保護継電器等により発電抑制を実施する場合は除く。）に関
して、次の各号のいずれかに該当する場合は、電源接続案件一括検討
プロセスを開始する。
一 一般送配電事業者が、第１２０条の２に基づく申込みの受付後、
当該申込みの対象となる送電系統について、効率的な系統整備の観点
等から電源接続案件一括検討プロセスを開始することが必要と判断した
場合
二 一般送配電事業者が、過去の事前相談及び接続検討の申込状況
等を踏まえ、効率的な系統整備の観点等から電源接続案件一括検討
プロセスを開始することが必要と判断した場合
三 本機関から業務規程第７５条第１項に基づき要請を受けた場合
四 本機関から業務規程第９６条第２項に基づき要請を受けた場合
２ 一般送配電事業者は、第１２０条の２に基づく申込みの受付後、
効率的な系統整備の観点等から電源接続案件一括検討プロセスを開
始することが必要ない旨を判断した場合は、系統連系希望者に対し、そ
の旨を通知するとともに必要な説明を行う。
３ 一般送配電事業者は、第１項各号に基づき電源接続案件一括検
討プロセスを開始する場合及び第２項に基づき同プロセスを開始しない
場合は、本機関に対し、その旨及びその理由を報告する。
４ 一般送配電事業者は、第１項第４号の場合は、第１２１条の２
に準じて、必要事項を定め公表した上で募集対象となる送電系統への系
統連系希望者の募集を省略し、第１２２条の３に基づく、接続検討の
申込みに対する検討から実施することができる。



49１ 電源接続案件一括検討プロセス導入に伴う変更・削除・新設の背景及び内容
《その他用語の修正等》

電源接続案件一括検討プロセスの導入に伴い、既設条文の用語の変更等が必要となるため、その旨
規定します。

【業務規程第７２条、第９４条、第９６条、第９７条】＜変更＞

【業務規程附則（平成２７年４月２８日）第３条】＜削除＞

【送配電等業務指針第３３条、第８３条、第８５条、第９１条、第９３条、第９７条、
第１０６条、第１１２条、第１３０条】＜変更＞



50（参考）その他用語の修正等の変更
（新旧対照表：業務規程）①

（接続検討の回答）
第７２条 （略）
２ （略）
３ （略）
一 （略）
二 特定系統連系希望者の工事費負担金対象となる系統連系工事が
第７６条に定める規模以上となる場合 電源接続案件募集プロセス
（第７５条に定める。以下同じ。）の対象となる可能性があること及び
同プロセスの開始に至る手続

＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

（接続検討の回答）
第７２条 （略）
２ （略）
３ （略）
一 （略）
二 特定系統連系希望者の系統連系工事が電源接続案件一括検討
プロセス（第７５条に定める。以下同じ。）の対象となる可能性がある
場合 電源接続案件一括検討プロセスの対象となる可能性があること及
び同プロセスの開始に至る手続

（リプレース案件系統連系募集プロセスへの応募）
第９４条 本機関は、募集要綱にしたがって、プロセス対象送電系統へ
の連系等を希望する系統連系希望者から、応募の受付を行う。
２ 本機関は、前項の応募の受付については、第８１条を準用する。

（新設）

（新設）

（リプレース案件系統連系募集プロセスへの応募）
第９４条 本機関は、募集要綱にしたがって、プロセス対象送電系統へ
の連系等を希望する系統連系希望者から、応募の受付を行う。
２ 本機関は、前項の応募の受付に際し、接続検討の申込みの受付を
行う。
３ 本機関は、前項に基づき受け付けた接続検討について、第２節に準
じ、一般送配電事業者たる会員に検討を依頼し、検討の結果の確認、
検証及び回答を行う。
４ 前項にかかわらず、本機関は、必要と認める場合には、募集要綱に
基づき、一般送配電事業者たる会員に対し、接続検討に関する申込み
の受付、検討、回答その他業務を依頼することができる。



51（参考）その他用語の修正等の変更
（新旧対照表：業務規程）②

（連系希望量が接続可能量の範囲を超える場合の取扱い）
第９６条 本機関は、連系希望量が、プロセス対象送電系統の接続可
能量を超える場合には、リプレース案件系統連系募集プロセスに応募した
連系希望者を対象として、プロセス対象送電系統において電源接続案
件募集プロセスを開始する。

２ 本機関は、前項の場合において、電源接続案件募集プロセス以外の
公平性が確保された方法によって、対象となる全ての連系希望者が工事
費負担金を共同負担する意思を有することを確認できたときは、同プロセ
スを省略することができる。
３ 本機関は、第１項に基づき電源接続案件募集プロセスを実施する
場合には、第８１条に定める接続検討申込みを不要とすることができる。
４ 本機関は、第１項に掲げる場合において、応募締切時点から電源
接続案件募集プロセスの募集容量の公表日までの間、電源接続のため
にプロセス対象送電系統に暫定的に確保すべき容量を定め、一般送配
電事業者たる会員に通知する。
５ 本機関は、第１項に基づき開始した電源接続案件募集プロセスが
不成立となった場合（中止した場合を含む。）には、募集要綱を変更し
て、再度、同プロセスを実施する。ただし、電源接続案件募集プロセス以
外の公平性及び中立性が確保された手続によって、優先系統連系希望
者を決定することができるときは、当該手続によることができる。

＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

（連系希望量が接続可能量の範囲を超える場合の取扱い）
第９６条 本機関は、連系希望量が、プロセス対象送電系統の接続可
能量を超える場合には、リプレース案件系統連系募集プロセスに応募した
系統連系希望者を対象として、プロセス対象送電系統において第７５
条第１項に基づき、一般送配電事業者たる会員に対し電源接続案件
一括検討プロセスの開始を要請する。
２ 本機関は、前項の場合において、電源接続案件一括検討プロセス
以外の公平性が確保された方法によって、対象となる全ての連系希望者
が工事費負担金を共同負担する意思を有することを確認できたときは、
同プロセスを省略することができる。
（削除）

３ 本機関は、第１項に掲げる場合において、応募締切時点から電源
接続案件一括検討プロセス開始の公表日までの間、電源接続のために
プロセス対象送電系統に暫定的に確保すべき容量を定め、一般送配電
事業者たる会員に通知する。
（削除）

（契約申込みに伴う回答内容の確認）
第９７条 本機関は、本機関が第７２条第１項により特定系統連系
希望者に回答を行った案件について、一般送配電事業者たる会員が特
定系統連系希望者から契約申込みを受けた場合において、その申込み
に対する検討結果が同項の回答と異なるときは、送配電等業務指針で
定めるところにより、検討結果の提出を受け、その内容について妥当性を
確認し、必要に応じて検証する。
２ （略）
３ （略）

（契約申込みに伴う回答内容の確認）
第９７条 本機関は、本機関が第７２条第１項及び第８２条第２
項により特定系統連系希望者に回答を行った案件について、一般送配
電事業者たる会員が特定系統連系希望者から契約申込みを受けた場
合において、その申込みに対する検討結果が同項の回答と異なるときは、
送配電等業務指針で定めるところにより、検討結果の提出を受け、その
内容について妥当性を確認し、必要に応じて検証する。
２ （略）
３ （略）



52（参考）その他用語の修正等の変更
（新旧対照表：業務規程）③

＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

附則（平成２７年４月２８日）
（平成２６年度までに一般電気事業者たる会員から接続検討の回答
を受領した発電設備等系統連系希望者による本機関に対する電源接
続案件募集プロセス開始の申込みの扱い）
第３条 平成２６年度までに一般電気事業者たる会員から接続検討
の回答を受領した発電設備等系統連系希望者は、接続検討の回答に
おける系統連系工事に広域連系系統の増強工事が含まれ、かつ、工事
費負担金対象となる系統連系工事が送配電等業務指針に定める規模
以上となる場合には、第４４条の３に準じて、本機関に対し電源接続
案件募集プロセス開始の申込みを行うことができるものとする。

附則（平成２７年４月２８日）

第３条 削除



53（参考）その他用語の修正等の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）①

＜変更後＞

（本機関の発議による計画策定プロセスの検討開始要件）
第３３条 （略）
一・二 （略）
ア～エ （略）
オ 連系線に直接影響を与える系統アクセス 本機関が第９１条第１
項により一般送配電事業者から広域連系系統の増強を要する契約申
込みを受け付けた旨の報告を受けた場合、又は、本機関が電源接続案
件募集プロセス開始の申込みを受け付けた場合で、当該契約申込み又
は電源接続案件募集プロセス開始の申込みの増強対象である広域連
系系統が地域間連系線の運用容量の算定や運用に直接影響を与える
流通設備であると認めたとき。ただし、系統連系希望者が、広域系統整
備計画又は電源接続案件募集プロセスの結果に基づき、契約申込みを
行った場合を除く。
カ （略）
２ （略）
３ （略）
４ 本機関は、第１項第２号オの要件に基づき、計画策定プロセスを開
始するか否かの確認を行った場合は、その結果を一般送配電事業者及
び契約申込み又は電源接続案件募集プロセス開始の申込みを行った系
統連系希望者に通知する。

＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（本機関の発議による計画策定プロセスの検討開始要件）
第３３条 （略）
一・二 （略）
ア～エ （略）
オ 連系線に直接影響を与える系統アクセス 本機関が第９１条第１
項の報告を受けた場合で、契約申込み又は電源接続案件一括検討プ
ロセスの増強対象である広域連系系統が地域間連系線の運用容量の
算定や運用に直接影響を与える流通設備であると認めたとき。ただし、系
統連系希望者が、広域系統整備計画又は電源接続案件一括検討プ
ロセスの結果に基づき、契約申込みを行った場合を除く。

カ （略）
２ （略）
３ （略）
４ 本機関は、第１項第２号オの要件に基づき、計画策定プロセスを開
始するか否かの確認を行った場合は、その結果を一般送配電事業者及
び契約申込みを行った系統連系希望者に通知する。なお、第９１条第
１項第２号から第３号の報告に伴う結果の通知を受けた一般送配電
事業者は、対象となる系統連系希望者にその旨通知する。



54（参考）その他用語の修正等の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）②

＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（接続検討の検討料）
第８３条 一般送配電事業者は、接続検討の申込みがあったときは、
系統連系希望者に対し、一般送配電事業者が定める接続検討の検討
料の額を通知するとともに、検討料の支払いに必要となる書類を送付する。
ただし、簡易な検討により接続検討が完了する場合その他の実質的な検
討を要しない場合は検討料を不要とする。
（新設）

（新設）

２ （略）

（接続検討の検討料）
第８３条 一般送配電事業者は、接続検討の申込みがあったときは、
系統連系希望者に対し、一般送配電事業者が定める接続検討の検討
料の額を通知するとともに、検討料の支払いに必要となる書類を送付する。
ただし、次の各号に掲げる場合は検討料を不要とする。

一 簡易な検討により接続検討が完了する場合その他の実質的な検討
を要しない場合
二 第８９条第１項第３号による接続検討で、検討料を支払った当初
の接続検討の回答日から１年以内に受け付けた接続検討の申込みの
場合
２ （略）

（接続検討の回答）
第８５条 （略）
２ （略）
一 （略）
二 系統連系希望者の工事費負担金対象となる系統連系工事が業務
規程第７６条に定める規模以上となる場合 業務規程第７２条第３
項第２号に掲げる内容
三 （略）
３ （略）
４ 一般送配電事業者は、前条第１項による検討結果が、第２項第
１号に掲げる条件に該当せず、かつ、第２項第２号に該当する場合に
は、業務規程第７２条第３項第２号に準じて、系統連系希望者に対
し、電源接続案件募集プロセスの対象となる可能性があること及び電源
接続案件募集プロセス開始に至る手続について、必要な説明を行う。

（接続検討の回答）
第８５条 （略）
２ （略）
一 （略）
二 系統連系工事の規模等に照らし、対象となる送電系統が効率的な
系統整備の観点等から電源接続案件一括プロセスの対象となる可能性
がある場合 業務規程第７２条第３項第２号に掲げる内容
三 （略）
３ （略）
４ 一般送配電事業者は、前条第１項による検討結果が、第２項第
１号に掲げる条件に該当せず、かつ、第２項第２号に該当する場合に
は、業務規程第７２条第３項第２号に準じて、系統連系希望者に対
し、電源接続案件一括検討プロセスの対象となる可能性があること及び
同プロセス開始に至る手続について、必要な説明を行う。



55（参考）その他用語の修正等の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）③

＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（計画策定プロセス開始の要否の確認）
第９１条 一般送配電事業者は、系統連系希望者から系統連系工事
に広域連系系統の増強工事が含まれる発電設備等に関する契約申込
みを受け付けた場合には、速やかに当該契約申込みの概要及び接続検
討の回答概要を本機関に報告し、業務規程第５１条第１号に基づき、
計画策定プロセスが開始されるか否かを確認しなければならない。
（新設）

（新設）

（新設）

２ （略）
３ （略）

（計画策定プロセス開始の要否の確認）
第９１条 一般送配電事業者は、次の各号に掲げる場合には、速やか
に系統連系工事の概要等を本機関に報告し、業務規程第５１条第１
号に基づき、計画策定プロセスが開始されるか否かを確認しなければなら
ない。

一 系統連系希望者から系統連系工事に広域連系系統の増強工事が
含まれる発電設備等に関する契約申込みを受け付けた場合
二 第１２０条の４第１項第１号により系統連系工事に広域連系系
統の増強工事が含まれる電源接続案件一括検討プロセスを開始する場
合
三 電源接続案件一括検討プロセスにおける検討において、系統連系
工事に広域連系系統の増強工事が含まれることが判明した場合
２ （略）
３ （略）

（暫定的な容量確保の特例）
第９３条 一般送配電事業者は、前条の規定にかかわらず、本機関か
ら業務規程第６４条、第７７条第６項、第８０条第２項、第９１条
第３項、第９５条第２項及び第９６条第４項の通知を受けた場合に
は、当該通知の内容にしたがって、送電系統に暫定的に容量を確保する。
（新設）

（新設）

（暫定的な容量確保の特例）
第９３条 一般送配電事業者は、前条の規定にかかわらず、次の各号
に掲げる場合には、当該各号に掲げる内容にしたがって、送電系統に暫
定的に容量を確保する。

一 本機関から業務規程第６４条、第９１条第３項、第９５条第２
項及び第９６条第３項の通知を受けた場合 当該通知の内容
二 第１２０条の４第１項に基づき電源接続案件一括検討プロセスを
開始する場合 第１２１条の２第１項において定めた内容



56（参考）その他用語の修正等の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）④

＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（送電系統の容量の確定）
第９７条 一般送配電事業者は、前条の回答が系統連系希望者の希
望する連系等を承諾する旨の回答（以下「連系承諾」という。）である
場合には、連系承諾の通知時点をもって、第９２条に基づき暫定的に
確保した送電系統の容量を確定させる。
２ （略）

（送電系統の容量の確定）
第９７条 一般送配電事業者は、前条又は第１２３条の４の回答が
系統連系希望者の希望する連系等を承諾する旨の回答（以下「連系
承諾」という。）である場合には、連系承諾の通知時点をもって、第９２
条に基づき暫定的に確保した送電系統の容量を確定させる。
２ （略）

（発電設備等系統アクセス業務における工事費負担金）
第１０６条 （略）
一 （略）
二 電源接続案件募集プロセスが成立した場合 電源接続案件募集プ
ロセスに基づき決定された金額
三 （略）
２ （略）

（発電設備等系統アクセス業務における工事費負担金）
第１０６条 （略）
一 （略）
二 電源接続案件一括検討プロセスの場合 業務規程第８０条に基
づき本機関が定めた手続その他の事項（以下「電源接続案件一括検
討プロセスの手続等」という。）にしたがって決定された金額
三 （略）
２ （略）

（本機関が受け付けた接続検討）
第１１２条 一般送配電事業者は、本機関が受け付けた接続検討に
関して業務規程第７１条第２項に基づく依頼を受けた場合は、接続検
討を行い、本機関から特定系統連系希望者への回答予定日の７営業
日前までに、本機関へ検討結果を提出しなければならない。

２ （略）
３ （略）

（本機関が受け付けた接続検討）
第１１２条 一般送配電事業者は、本機関が受け付けた接続検討に
関して業務規程第７１条第２項、業務規程第８１条第２項及び業
務規程第８２条第２項に基づく依頼を受けた場合は、接続検討を行い、
本機関から特定系統連系希望者への回答予定日の７営業日前までに、
本機関へ検討結果を提出しなければならない。
２ （略）
３ （略）



57（参考）その他用語の修正等の変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）⑤

＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（廃止を伴う新設発電設備等の契約申込みの制限）
第１３０条 リプレース対象事業者は、リプレース対象廃止計画を提出
した発電事業者が、最大受電電力が１０万キロワット以上のリプレース
発電設備等を廃止する場合において、業務規程第９０条第１項第３
号の場合に該当するときは、廃止日から１２か月が経過するまでの間、リ
プレース案件系統連系募集プロセス（業務規程第９６条に基づき、同
プロセス後に電源接続案件募集プロセスが開始された場合を含む。）に
よらずに、新設発電設備等に関する契約申込みを行うことができない。た
だし、次の各号に掲げるときはこの限りでない。
一・二 （略）

（廃止を伴う新設発電設備等の契約申込みの制限）
第１３０条 リプレース対象事業者は、リプレース対象廃止計画を提出
した発電事業者が、最大受電電力が１０万キロワット以上のリプレース
発電設備等を廃止する場合において、業務規程第９０条第１項第３
号の場合に該当するときは、廃止日から１２か月が経過するまでの間、リ
プレース案件系統連系募集プロセス（業務規程第９６条に基づき、同
プロセス後に電源接続案件一括検討プロセスが開始された場合を含
む。）によらずに、新設発電設備等に関する契約申込みを行うことができ
ない。ただし、次の各号に掲げるときはこの限りでない。
一・二 （略）
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現行ルールでは接続検討回答書の有効期限なし

２ 接続検討回答書における有効期限導入に伴う変更の背景

第２９回 広域系統整備委員会 資料１－（１）

他の系統連系希望者の送電系統の容量確保により、接続検討の繰り返しが発生



59

申込みから契約までの手続きについて、事業者の事業性判断ポイントおよび期限を明確にし、１つのパッ
ケージ（一連の流れ）とするよう整理

第２９回 広域系統整備委員会 資料１－（１）

２ 接続検討回答書における有効期限導入に伴う変更の内容

上記整理に伴い、接続検討回答書の有効期限について、１年間とする旨規定

【送配電等業務指針第８９条】＜変更＞

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）接続検討回答書における有効期限導入に伴う変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）

（接続検討の申込みを行っていない場合等の取扱い）
第８９条 前条第１項にかかわらず、一般送配電事業者は、第７９条
第１項に掲げる場合において、次の各号に掲げるときは、発電設備等に
関する契約申込みを受け付けず、接続検討の申込みを行うよう求めるも
のとする。
一～三 （略）
（新設）

（新設）

（新設）
２ 前項各号に掲げる場合においては、一般送配電事業者は、系統連
系希望者に対し、接続検討の申込みを求める理由を説明する。

３ （略）

（接続検討の申込みを行っていない場合等の取扱い）
第８９条 第８８条第１項にかかわらず、一般送配電事業者は、第７
９条第１項に掲げる場合において、次の各号に掲げるときは、発電設備
等に関する契約申込みを受け付けず、接続検討の申込みその他の適切
な対応を行うよう求めるものとする。
一～三 （略）
四 系統連系希望者の系統連系工事が電源接続案件一括検討プロセ
スの対象となる可能性がある場合
五 接続検討の回答後、発電設備等の連系先となる送電系統において
電源接続案件一括検討プロセスが開始された場合
六 接続検討の回答日から１年を経過した場合
２ 前項各号に掲げる場合においては、一般送配電事業者は、系統連
系希望者に対し、接続検討の申込みその他の適切な対応を求める理由
を説明する。
３ （略）
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現行ルールでは、容易に系統容量を押さえることができるため、系統容量の空押さえが散見

３ 個別の契約申込みにおける保証金の導入に伴う変更・新設の背景

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）

不要な系統増強対策が増加



62３ 個別の契約申込みにおける保証金の導入に伴う変更・新設の内容

「系統容量の確保」の重要性を考慮し、暫定的な容量確保に対する対価として、デポジット（保証金）
を設定することを整理（デポジット額については、工事費負担金等に対し一定の割合とする）

上記整理に伴い、契約申込み時に保証金が必要となる旨及びその割合について、本機関の
理事会において定める旨規定

【業務規程第７４条の２】＜新設＞

【送配電等業務指針第８８条】＜変更＞

【送配電等業務指針第８８条の２】＜新設＞

第３８回 広域系統整備委員会 資料１－（２）
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＜変更前＞【業務規程】 【業務規程】 ＜変更後＞

（参考）個別の契約申込みにおける保証金の導入に伴う変更・新設
（新旧対照表：業務規程）

（新設） （発電設備等に関する契約申込みにおける保証金の算定方法）
第７４条の２ 本機関は、系統連系希望者が発電設備等に関する契
約申込みを行う際に必要となる保証金の算定方法について、本機関の
理事会において定め、公表する。
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）個別の契約申込みにおける保証金の導入に伴う変更・新設
（新旧対照表：送配電等業務指針）

（新設） （発電設備等に関する契約申込みの保証金）
第８８条の２ 一般送配電事業者は、発電設備等に関する契約申込
みの申込書類を受領した場合には、系統連系希望者に対し、業務規程
第７４条の２に定める算定方法に応じた保証金の額を通知するとともに、
保証金の支払いに必要となる書類を送付する。ただし、保証金を要しな
い場合は除く。
２ 系統連系希望者は、前項の書類を受領した場合には、速やかに保
証金を支払い、保証金の支払後、一般送配電事業者にその旨を通知し
なければならない。
３ 系統連系希望者が支払った保証金は、当該系統連系希望者が負
担する工事費負担金に充当する。
４ 一般送配電事業者は、工事費負担金契約締結前に、次の各号に
掲げる事情が生じた場合において、系統連系希望者が契約申込みを取
り下げ、又は、接続契約が解除等によって終了したときは、系統連系希
望者が支払った保証金を返還する。
一 工事費負担金の額が接続検討の回答書に記載の金額より増加した
こと
二 所要工期が接続検討の回答書に記載の期間より長期化したこと
三 その他前各号に準じる正当な理由が生じたこと

（発電設備等に関する契約申込みの受付）
第８８条 一般送配電事業者は、発電設備等に関する契約申込みに
関する申込書類を受領した場合には、申込書類に必要事項が記載され
ていることを確認の上、契約申込みを受け付ける。ただし、申込書類に不
備がある場合には、申込書類の修正を求め、不備がないことを確認した
上で契約申込みの受付を行う。

２ （略）
３ （略）
４ （略）

（発電設備等に関する契約申込みの受付）
第８８条 一般送配電事業者は、発電設備等に関する契約申込みの
申込書類を受領した場合には、申込書類に必要事項が記載されている
こと及び第８８条の２に定める保証金が入金されていること（ただし、保
証金を要しない場合は除く。）を確認の上、契約申込みを受け付ける。
ただし、申込書類に不備がある場合には、申込書類の修正を求め、不備
がないことを確認した上で契約申込みの受付を行う。
２ （略）
３ （略）
４ （略）
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現行の送配電等業務指針第８９条第１項第３号では、一般送配電事業者は、接続検討の回答
後、接続検討の前提となる事実関係に変動がある場合、契約申込みを受け付けず、接続検討の申込
みを行うよう求めることになっています。

接続検討回答書の有効期限を導入したにもかかわらず、接続検討の回答日から１年間において、指
針第８９条第１項第３号により系統連系希望者が再度の検討料を支払うことが無いよう、検討料を
支払った当初の接続検討の回答日から１年間に限り再度の検討料を不要としました。

上記整理に伴い、送配電等業務指針の関係条文を規定します。

【送配電等業務指針 第８３条】＜変更＞

４ その他系統アクセスルールに関する変更・削除
《接続検討の検討料について》
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）接続検討の検討料に関する変更
（新旧対照表：送配電等業務指針）

（接続検討の検討料）
第８３条 一般送配電事業者は、接続検討の申込みがあったときは、
系統連系希望者に対し、一般送配電事業者が定める接続検討の検討
料の額を通知するとともに、検討料の支払いに必要となる書類を送付する。
ただし、簡易な検討により接続検討が完了する場合その他の実質的な検
討を要しない場合は検討料を不要とする。
（新設）

（新設）

２ （略）

（接続検討の検討料）
第８３条 一般送配電事業者は、接続検討の申込みがあったときは、
系統連系希望者に対し、一般送配電事業者が定める接続検討の検討
料の額を通知するとともに、検討料の支払いに必要となる書類を送付する。
ただし、次の各号に掲げる場合は検討料を不要とする。

一 簡易な検討により接続検討が完了する場合その他の実質的な検討
を要しない場合
二 第８９条第１項第３号による接続検討で、検討料を支払った当初
の接続検討の回答日から１年以内に受け付けた接続検討の申込みの
場合
２ （略）
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発電事業者の単価確約（以前のＦＩＴ法では契約申込みを実施することが単価確約の条件）を
早期に実現するため、同時申込み制度が導入されました。

しかし、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（以下FIT法）が
２０１７年４月に改正され、単価確約時期が、契約申込みから契約締結に変更となりました。

また、新規にＦＩＴ法に定める特定供給者となる事業者が無くなったため、同時申込みに関するルー
ルは不要となりました。

このため、送配電等業務指針の関係条文を削除します。

【送配電等業務指針第１００条、第１０１条、第１０２条】＜削除＞

４ その他系統アクセスルールに関する変更・削除
《同時申込み制度の廃止》
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）同時申込み制度の廃止に伴う削除
（新旧対照表：送配電等業務指針）１

（同時申込み）
第１００条 第８９条第１項第１号にかかわらず、系統連系希望者がＦＩＴ法に定
める特定供給者に該当する場合において、高圧又は特別高圧の送電系統とＦＩＴ電
源との連系等を希望するときには、接続検討の申込みと同時に又は接続検討の回答受
領前に、発電設備等に関する契約申込みを行うことができる（以下「同時申込み」とい
う。）。ただし、接続検討の申込みと発電設備等に関する契約申込みの申込内容は統
一しなければならない。
２ 一般送配電事業者は、系統連系希望者から同時申込みを受け付けた場合は、発
電設備等に関する契約申込みの回答を、原則として、次の各号に掲げる期間内に行うも
のとし、回答期間内の日を回答予定日として、系統連系希望者に速やかに通知する。
一 認定発電設備が太陽光発電設備の場合 発電設備等に関する契約申込みの受付
日から９か月
二 前号に掲げる以外の場合 発電設備等に関する契約申込みの受付日から９か月又
は系統連系希望者と合意した期間
３ 一般送配電事業者は、前項の回答予定日までに回答できない可能性が生じたとき
は、その事実が判明次第速やかに、系統連系希望者に対し、その理由、進捗状況、今
後の見込み（延長後の回答予定日を含む。）を通知し、系統連系希望者の要請に応
じ、個別の説明を行う。延長後の回答予定日までに回答できない可能性が生じたときも
同様とする。
４ 一般送配電事業者は、第２項に定める回答予定日及び回答期間にかかわらず、可
能な限り早期に発電設備等に関する契約申込みの回答を行うよう努めなければならない。

第１００条 削除
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＜変更後＞＜変更前＞【送配電等業務指針】 【送配電等業務指針】

（参考）同時申込み制度の廃止に伴う削除
（新旧対照表：送配電等業務指針）２

（同時申込みの場合における意思表明書の提出等）
第１０１条 同時申込みを行った系統連系希望者は、接続検討の回答を受領した場
合は、速やかに、一般送配電事業者に対して、書面をもって、発電設備等に関する契約
申込みを継続する旨の意思の表明（以下「意思表明」という。）又は契約申込みの取
下げを行わなければならない。
２ 一般送配電事業者は、意思表明に関する書面（以下「意思表明書」という。）を
受領した場合には、意思表明書に必要事項が記載されていることを速やかに確認の上、
意思表明を受け付ける。ただし、意思表明書に不備がある場合には、意思表明書の修正
を求め、不備がないことを確認した上で意思表明の受付を行う。
３ 一般送配電事業者は、特定系統連系希望者から意思表明を受け付けた場合には、
受付後速やかに、本機関に対し、意思表明を受け付けた旨及び受付日を報告する。
４ 一般送配電事業者は、系統連系希望者からの意思表明を受け付けた後に、発電
設備等に関する契約申込みに対する検討及び回答を行うものとし、意思表明の受付前
に行った契約申込みの回答は無効とする。
５ 同時申込みを行った系統連系希望者が発電設備等に関する契約申込みの受付日
から９か月以内に意思表明を行わない場合には、意思表明が行われなかった契約申込
みを取り下げたものとみなす。

第１０１条 削除

（同時申込みの場合における本指針の適用）
第１０２条 系統連系希望者から同時申込みがなされた場合は、第８９条、第９１
条から第９４条の規定においては、「発電設備等に関する契約申込み」を「意思表明」、
「申込書類」を「意思表明書」と読み替えて適用し、第９１条第３項、第９４条第５号、
第９６条及び第９９条の規定に関しては、「発電設備等に関する契約申込み」を「意思
表明を受け付けた発電設備等に関する契約申込み」と読み替えて適用する。
２ 系統連系希望者から同時申込みがなされた場合は、第８８条第３項及び第４項
並びに第９８条は適用しない。

第１０２条 削除
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（参考）
新旧系統アクセス業務

業務フロー
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【変更前】 【変更後】

一般送配電事業者 系統連系希望者 一般送配電事業者 系統連系希望者

個別の系統アクセス業務：接続検討

接続検討

接続検討回答

内容確認

申込受付

第８９条第１項第３
号による接続検討で、
検討料を支払った当初
の接続検討の回答日
から１年以内に受け付
けた接続検討の申込み
の場合

no
検討料
請求

検討料確認

検討料入金

申込書受領

接続検討

接続検討回答

接続検討申込み

内容確認

申込受付

検討料確認

検討料入金

申込書受領

検討料
請求

接続検討申込み

yes
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【変更前】 【変更後】

一般送配電事業者 系統連系希望者 一般送配電事業者 系統連系希望者

個別の系統アクセス業務：事業性判断

系統連系工事が
第１２０条の４第
１項第１号に該
当する可能性が
ある場合か

yes

no

一括検討
開始の申込みへ

負担金等確認

業務規程第76
条第1項の規模
以上か

yes

no

募集プロセス
開始の申込みへ

募集プロセス
開始申込み
希望の場合

yes

no

負担金等確認
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【変更前】 【変更後】

一般送配電事業者 系統連系希望者 一般送配電事業者 系統連系希望者

個別の系統アクセス業務：契約申込み

契約申込み

内容確認

申込受付

技術検討

技術検討回答
連系承諾通知

申込書受領

保証金請求
保証金確認

保証金入金

指針第８９条第１
項第１～第６号に
掲げるときか

契約申込みを受け付けず、
適切な対応を行うよう求める。

契約申込み

内容確認

申込受付

技術検討

技術検討回答
連系承諾通知

申込書受領

指針第８９条第
１項第１～第３
号に掲げるときか

契約申込みを受け付けず、
適切な対応を行うよう求める。

yes

no
追加した号
四 系統連系希望者の系統連系工事が電源接続案件一括検討プロセスの対象とな
る可能性がある場合
五 接続検討の回答後、発電設備等の連系先となる送電系統において電源接続
案件一括検討プロセスが開始された場合
六 接続検討の回答日から１年を経過した場合

yes

no
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【変更前】 【変更後】

本機関
一般送配電
事業者

系統連系
希望者

本機関
一般送配電
事業者

系統連系
希望者

一括の系統アクセス業務：開始申込み・公表

開始申込み
開始検討料入金

内容確認

申込受付

開始公表

募集要綱の公表

募集プロセス説明会

開始申込み

内容確認

申込受付

開始公表

その他の一括検討
開始要件に該当※１

前提条件の公表

その他の一括検討
開始要件に該当※２

個別の前提条件を対
象エリア等に限定し、
実施主体を変更する
ことでプロセスの早期化

説明会の削除等による
プロセスの早期化

電源接続案件
一括検討プロセスの
開始検討料の導入

手続等の策定・公表
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【変更前】 【変更後】

本機関
一般送配電
事業者

系統連系
希望者

本機関
一般送配電
事業者

系統連系
希望者

一括の系統アクセス業務：応募・接続検討・入札ほか

応募受付締切

接続検討

応募

接続検討回答

応募受付開始

負担金等確認

入札
入札保証金

系統連系順位
決定

入札受付締切

入札受付受付開始

開札

入札の
成立条件

プロセス不
成立

充足

非充足

優先系統連系
希望者決定

応募受付締切

応募
応募受付開始

接続検討

接続検討回答

入札制度の廃止、系統連系順位を
原則同順位とすることによる
プロセスの早期化
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【変更前】 【変更後】

本機関
一般送配電
事業者

系統連系
希望者

本機関
一般送配電
事業者

系統連系
希望者

一括の系統アクセス業務：再接続検討・共同負担意思確認・募集プロセス成立

負担金等確認

再接続検討申込み
負担可能上限額申告

保証金入金再接続検討
受付締切

再接続検討
受付開始

再接続検討

再接続検討回答

再接続検討

再接続検討回答

負担金等確認

プロセス成立

共同負担
意思
保証金

一部
無し

全員有り

工事費負担金補償契約締結

負担可能上限額の
申告導入に伴い、
共同負担意思確認省略による
プロセスの早期化
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【変更前】 【変更後】

本機関
一般送配電
事業者

系統連系
希望者

本機関
一般送配電
事業者

系統連系
希望者

一括の系統アクセス業務：契約申込み・工事費負担金補償契約締結・一括検討完了

契約申込み
受付締切

工事費負担金契約締結

負担金等確認

契約申込み

契約申込み
受付開始

工事費負担金補償契約締結

工事費負担金入金入金確認

一括検討完了

技術検討

技術検討回答
連系承諾通知

工事費負担金補償契約
早期締結による辞退者低減


